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公的年金制度の残された課題の考察 (1)
――無年金・低年金問題――
芝 田 文 男
Ⅰ はじめに
2010 年 11 月末の公的年金の加入者数は 6,457 万人 20-59 歳人口の
98.6% であり、非加入者は 1.4% にすぎない｡また、60 歳以上の公的年金
受給者 (恩給受給者を除く) は 3,534 万人、うち 65 歳以上の受給者は
2,894 万人で 65 歳以上人口の 97% であり、未受給者 (支給開始年齢に達






ば、2011 年の 65 歳以上の者がいる世帯 1,942 万世帯の 49%を占める高齢
者世帯 (高齢者のみ又は高齢者と未成年者のみの世帯) 9,581 万世帯の 1
世帯当たり平均所得 307.2 万円のうち、公的年金・恩給は 207.4 万円と
67.5% を占めており公的年金が老後生活を支える主柱の役割を果たしてい
ることがわかる。65 歳以上の者がいる世帯のうち子と同居世帯の割合は
1989 年の 60% から、2001 年 48%、2011 年 42% と低下傾向にあり、前述
の高齢者世帯の平均所得のうち子の仕送り・企業年金・個人年金他の占め
る比率は 2011 年で 5 % 程度にとどまるなど家族による支えは低下傾向に
ある。
しかし、公的年金加入者の 29% を占める第 1 号被保険者のうち、法定
免除 (生活保護受給など負担能力がない者)、申請免除、学生納付特例・
若年者納付猶予など、全額保険料の納付が免除されている者は 2011 年に
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30.4% となっており、この期間の納付が後でなされなければその期間に対
応する基礎年金は国庫負担分 (2008 年以前は 1/3、2009 年以降は 1/2) の
年金しか受給できない。また、残り 70% の納付対象者のうちその 4 割は





ある高齢化率が 2010 年で 23%
( 3 )
と世界一高く、今後少子化の継続により

















( 1 ) 厚生労働省「平成 22 年公的年金加入状況調査」
( 2 ) 厚生労働省「国民生活基礎調査」平成 23 年
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( 3 ) 2010 年数値：総務省統計局「国勢調査報告」、2060 年数値：国立社会保

























障するという考えに立ち、1979 年の全国消費実態調査の 65 歳単身者の消
費支出から教養娯楽費、雑費等を差し引いた額に 1980 年以降の物価上昇










・年金の受給資格を基礎年金 25 年納付から 10 年納付に短くする。































被保険者 1 人当たりの負担が増大しないように、基礎年金・厚生年金ともに 1
人当たりの年金額を長寿化・少子化に応じて引下げる。)
・保険料を毎年計画的に引上げ厚生年金は 18.3%、国民年金は 16,900 円 (2004
年価格) に達したらそれ以上は引上げない (保険料上限固定方式)





・25 年拠出月 5千円 (夫婦で 1万円年金)1966 年改正
・夫婦で月額 2万円年金・月額 2万円年金1969 年改正




* 物価スライド導入 ( 5 %超え物価変動した時に年金も変動率に応じて改定
・国民年金を国民共通の第 1層部分の基礎年金に改組 基礎年金月 5万円1985 年改正
・20 年拠出平均賃金で月 1万円年金
するものである。他方、1973 年改正時に 27 年加入男子の年金を現役加入






































②保険料以外に基礎年金の国庫負担を 2009 年までに 1/3 から 1/2 に引き
上げる方針とし、2004 年度から着手することとした。③年金の積立金を



























的価値が減少していくことから、65 歳の年金裁定時点で 50% を超える所





2009 年改正で基礎年金の国庫負担割合は暫定的に 1/2 に引き上げられ
た。これは 2004 年改正で決められた方針が実行されたものだが、前年か
らはじまったリーマンショックで増税どころではなく、恒久的な財源がな





分は年金が支給されるので、国庫負担が 1/3 から 1/2 に引き上げられるこ
とは「低年金対策」に資することにもなる。
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年金額の特例水準 2.5% 分を 2012 年度から 3 年間で引き下げて解消する
こととなった。これは、「制度の持続可能性」とともに「世代間の不公平」
是正にも役立つと説明されている。③被用者年金が一元化され厚生年金










によると 65 歳以上の無年金者は 42 万人で、そのうち加入期間が








月に 15,040 円 (2013 年度) の保険料を労働者が全額負担して国民年金に
加入し、将来その期間に対応する年金は基礎年金のみということであった。












年金収入とその他の収入の合計額が基礎年金の満額 (年 77 万円) 以下で










納した場合の総月数 (480 月) に対する実際に納付した月数の比率 (いわ













厚生年金の平均月額は全体で 14.9 万円、男子は 17 万円、女子は 10 万
円であり、全体では、10-15 万円の階層が最も多く 28.0%、男子では
15-20 万円の階層が最も多く 29.9%、女子は 5-10 万円の階層が最も多く
45.3% となっている。5 万円未満の者が全体で 2.7%、男子で 1.5%、女子
で 5.4% いるのは、男女ともに基礎年金相当特別支給分の厚生年金の支給






合 計 男 子 女 子年金月額
万円




















































―103,989 円―170,265 円―149,334 円平均年金月額









2011 年度の国民年金の老齢年金受給者は 2,650 万人いるが、うち基礎年





国民年金の平均月額は全体で 5.5 万円弱、男子は 5.9 万円、女子は 5.1
万円であり、全体、男子、女子ともに 6-7 万円の基礎年金満額程度の階層
が最も多いが、4万円未満が全体で 19.2%、男子で 9.4%、女子で 26.9% と
なっている。単身 65 歳以上の (有業者なし) の家計支出額をみると、衣
食住の基礎的消費額が 67,819 円、保健医療費を加えた額が 76,150 円、そ
れに交通通信費を加えた額が 89,120 円、それに教育・教養娯楽費を加え
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合 計 男 子 女 子年金月額
万円



























































―51,083 円―59,200 円―54,612 円平均年金月額
割合 %千人割合 %千人割合 %千人
100.014,980100.011,524100.026,504










除となっている者は 361 万人 (1 号被保険者の 19.3%) であり、免除期間
に対応する年金額は基礎年金額に国庫負担率 (2008 年度分までは 1/3、
2009 年度から 1/2) をかけた額に減額される。また、これらの免除手続を
していない者の保険料納付状況については、2011 年度の現年度分で本来
納付すべき月数のうち未納の月数の比率は 41.4% に及んでいる。なお














最大であり、次いで雇用者が 36% (うち常用雇用者 7.7%、臨時・パート





しかし、支給開始時期を 1 月はやめると年金額は生涯 0.5%減額され、60
162 (151)
歳支給 (5 年×12 月=60 月繰上げ) の場合、0.5%×60=30% で 30% 年金
は減額される。国民年金の受給者全体の中で年金の繰上げ受給をしている
者は 2011 年度末で 41.7% となっている。新規裁定者のうち繰上げ受給を
する者は 2011 年度で 25.3% と全体の比率より低いが依然 1/4 を占め、近







いてくる要素としては、Ⅱ 1(2)c、dで見たように 1999 年改正で裁定後
の年金受給者の年金額は、賃金スライドをやめ物価スライドのみとしたこ
と、2004 年改正でマクロ経済スライドを基礎年金にも等しく適用するこ
とから、65 歳時点で平均賃金水準だった厚生年金被保険者の夫と 3 号被
保険者で基礎年金のみというモデル年金世帯で現役就労層の平均可処分所
得の 50% を下回らないという下限は、65 歳以降も物価スライドからマク
ロ経済スライドの減少が差し引かれるので 1999 年改正時から示されてい
る新規裁定者の 8割という下限が働くとしても 20 年経過する 85 歳頃には
50%×8 割=40%近くの所得代替率に落ち込んでいる。特に基礎年金のみ
受給者にとっては、現状の満額の基礎年金水準 (6.6 万円) でも 2010 年度




( 4 ) 1984 年 8 月 20日衆議院社会労働委員会での公明党沼川議員の質問に対す
る吉原年金局長の答弁。
( 5 ) ｢公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法
等の一部を改正する法律」の概要資料による。厚生労働省ホームページ、第
180回国会提出法案の概要より。
( 6 ) 当初民主党政権が提出した政府案では賃金月額 7.8 万円以上の者を対象と
163(150)
し、その案では 45 万人が厚生年金に加入できるとの試算があったが、自民
党及び公明党との修正合意で賃金月額 8.8 万以上の者に限定され 25 万人の
加入見込みに減少した。
( 7 ) 厚生労働省「厚生年金保険・国民年金保険事業年報」(2011 年度)
( 8 ) 総務省統計局「2010 年家計調査年報」
( 9 ) 厚生労働省「厚生年金保険・国民年金事業年報」(2011 年度)
(10) 厚生労働省「平成 23 年国民年金被保険者実態調査」

























































○民主党案の機械的試算 2012 年 2 月 10日民主党は野党の要求に応えて
内部検討資料の最低保障年金の支給範囲に関する 4 つの案の財政試算
を公表した。
案 A 所得比例年金が 0 の者には最低保障年金を満額 (7 万円) 支給し、
所得比例年金が 7万円の者は 0とし、その間は直線的に支給する。
案 B 所得比例年金が 0 の者には最低保障年金を満額 (7 万円) 支給し、
生涯平均年収 520 万円 (現在の 1人当たり現役平均年収 260 万円の
2 倍 (夫婦 2 人) であり、厚生年金のモデル年金の男子加入者の平
均賃金水準) に対応する所得比例年金の者は 0とし，その間は直線
的に支給する。
案 C 所得比例年金が 0 の者には最低保障年金を満額 (7 万円) 支給し、
所得比例年金が 12.6 万円 (現行制度の男子単身の標準的な年金額)
の者には 0とし、その間は直線的に支給する。
166 (147)
案 A 案 B 案 C 案 D 現行制度
出典：民主党『新制度の財政試算のイメージ (暫定版)』2012 年 2 月 10日公表資料より筆者作成






















18.0 万円21.1 万円16.7 万円15.3 万円13.2 万円
モデル年金夫婦支給月
額 (2065 年)
案 D 生涯年収が 260 万円に対応する所得比例年金の者にまでは最低保
障年金を満額 (7 万円) 支給し、所得比例年金が 12.6 万円の者に
は 0とし、その間は直線的に支給する。































①持続可能性・世代間不平等 税方式化による 2050 年度における所要財
源は、消費税換算で、社会保険方式時代の納付状況に関係なく一律に給
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国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」(2012 年)
芝田文男「2004 年年金制度改革の論点整理と今後の課題」『北大法学論集』第 56








引上げは不可欠」『週刊社会保障』No. 2709株式会社法研 (2013 年)
民主党『新制度の財政試算のイメージ (暫定版)』(2012 年)
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